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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 3,246 ― 27 ― 51 ― 35 ―

20年3月期第1四半期 3,107 7.7 93 △27.1 113 △22.4 70 △16.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 2.46 ―

20年3月期第1四半期 4.91 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 14,726 11,109 75.4 776.92
20年3月期 15,675 11,225 71.6 785.03

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  11,109百万円 20年3月期  11,225百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 7.00 ― 10.00 17.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 10.00 ― 10.00 20.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 7,760 ― 560 ― 595 ― 350 ― 24.48
通期 16,300 9.0 1,300 21.7 1,360 18.8 810 13.4 56.64

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の 
  業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、２ページ 
  【定性的情報・財務諸表等】 ３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 
  指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  14,300,000株 20年3月期  14,300,000株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  105株 20年3月期  105株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  14,299,895株 20年3月期第1四半期  14,299,895株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第１四半期の国内における企業のＩＴ投資意欲は、日本版ＳＯＸ法への対応を契機として、情報システムの信頼

性確保がますます重要な課題となってきており、未だ顕著な落ち込みは見られないものの、前年度から引き続き世界

規模で拡大しているエネルギー・原材料価格の高騰等の影響が、次第に景気の減速感を募らせてきております。

　このような状況下、当社グループは、確かな技術力をベースとして、世の中やお客様のニーズにマッチした魅力あ

る独自製品を提供することがＩＴ業界で生き残るための必須条件であるという認識のもと、当第１四半期におきまし

ても積極的な受注活動を展開するとともに、高い技術力を活かしたパッケージやソリューションの開発に注力してま

いりました。

　以上の結果、当社グループの当第１四半期の業績は、システム構築＆サービス事業、ソフトウェア開発事業は堅調

に推移いたしましたが、パッケージソリューション事業が予定ほど伸張せず、売上高は32億４千６百万円（前年同四

半期比4.5%増）となりました。利益面では、利益率の高いパッケージソリューション事業の売上が不振であったこと、

及び新卒採用者の大幅増加による人件費の増加、研究開発費の増加等により、営業利益は２千７百万円（前年同四半

期比69.9%減）、経常利益は５千１百万円（前年同四半期比54.9%減）、四半期純利益は３千５百万円（前年同四半期

比49.9%減）となりました。

＜当社グループの四半期業績の特性について＞

　当社グループの事業は、システムの導入・検収が９月（第２四半期末）及び３月（年度末）に集中する傾向にあり、

売上、利益とも第２・第４四半期に集中する特性があります。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第１四半期末の資産の部は主に、受取手形及び売掛金等の減少により、前連結会計年度末に比べ９億４千８百万

円減少し、147億２千６百万円となりました。

　負債の部は主に、未払法人税等や買掛金等の減少により、前連結会計年度末に比べ８億３千３百万円減少し、36億

１千７百万円となりました。

　純資産の部は主に、配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比べ１億１千５百万円減少し、111億９百万円

となり、自己資本比率は75.4%となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　今後の国内経済の先行きに不透明感が強まるなか、当社グループは、お客様のニーズにマッチした魅力ある独自製

品の積極的な受注展開を図り、業績の確保に努めてまいります。

　なお、現時点での平成21年３月期の連結業績予想は、平成20年４月23日発表値で変更はありません。



４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①　固定資産の減価償却費の算定方法

　固定資産（除く、市場販売目的ソフトウェア）の減価償却費の算定方法は、固定資産の年度中の取得、売却

及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しており、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方法と

しております。

②　税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

・会計処理基準に関する事項の変更

①　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②　たな卸資産（仕掛品）の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産（仕掛品）については、従来、個別法による原価法によっておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

③　リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになった

ことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

④　役員退職慰労引当金の計上基準

　役員退職慰労引当金について、当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づいて計算された

額を計上しておりましたが、平成20年５月29日開催の取締役会において、平成20年６月23日開催の第33回定時

株主総会の終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止することを決議いたしました。本制度の廃止に伴い、

同株主総会終結時までの在任期間に対応する退職慰労金を各取締役及び監査役の退任時に打切り支給する旨、

同株主総会にて承認を受けております。

　これにより、同日以降の当社の取締役及び監査役に対する役員退職慰労引当金の新たな繰入は行っておらず、

当第１四半期連結会計期間末日における役員退職慰労引当金残高は、当該決議以前から在職している役員に対

する支給予定額となっております。

　また、国内連結子会社につきましては、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づいて計算された

額を計上しております。

　なお、役員退職慰労引当金は、固定負債の引当金として表示しております。



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 771 710

受取手形及び売掛金 2,655 3,694

商品 5 7

仕掛品 472 131

預け金 2,432 2,771

その他 607 557

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 6,943 7,871

固定資産   

有形固定資産 123 124

無形固定資産   

ソフトウエア 617 599

その他 92 112

無形固定資産合計 710 712

投資その他の資産   

投資有価証券 3,619 3,635

長期預け金 1,000 1,000

その他 2,330 2,332

投資その他の資産合計 6,950 6,967

固定資産合計 7,783 7,804

資産合計 14,726 15,675

負債の部   

流動負債   

買掛金 523 664

未払法人税等 39 412

引当金 39 83

その他 1,342 1,664

流動負債合計 1,944 2,824

固定負債   

退職給付引当金 1,580 1,534

引当金 85 84

その他 7 7

固定負債合計 1,672 1,625

負債合計 3,617 4,450



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,560 3,560

資本剰余金 4,554 4,554

利益剰余金 3,029 3,137

自己株式 △0 △0

株主資本合計 11,143 11,250

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △33 △25

評価・換算差額等合計 △33 △25

純資産合計 11,109 11,225

負債純資産合計 14,726 15,675



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 3,246

売上原価 2,642

売上総利益 603

販売費及び一般管理費 575

営業利益 27

営業外収益  

受取利息 22

雑収益 0

営業外収益合計 23

営業外費用  

固定資産除却損 0

雑損失 0

営業外費用合計 0

経常利益 51

税金等調整前四半期純利益 51

法人税等 15

四半期純利益 35



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表

（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 3,107

Ⅱ　売上原価 2,468

売上総利益 638

Ⅲ　販売費及び一般管理費 545

営業利益 93

Ⅳ　営業外収益 21

Ⅴ　営業外費用 1

経常利益 113

税金等調整前四半期純利益 113

税金費用 42

四半期純利益 70


	日立ビジネスソリューション㈱（4738）平成21年３月期　第１四半期決算短信: 日立ビジネスソリューション㈱（4738）平成21年３月期　第１四半期決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -


